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鳥取市浄化槽事業条例（平成１６年条例第１８１号）新旧対照表 第３７条関係 

改正後 改正前 

○鳥取市浄化槽事業条例 ○鳥取市浄化槽事業条例 

平成１６年９月３０日 平成１６年９月３０日 

鳥取市条例第１８１号 鳥取市条例第１８１号 

第１条 ～ 第１６条（略） 第１条 ～ 第１６条（略） 

（使用料の算定方法） （使用料の算定方法） 

第１７条 使用料の額は、次に定めるところにより算定した額とする。 第１７条 使用料の額は、次に定めるところにより算定した額とする。 

（１） 鹿野区域（平成１６年１０月３１日における鹿野町の区域を

いう。以下同じ。）における使用料 

（１） 鹿野区域（平成１６年１０月３１日における鹿野町の区域を

いう。以下同じ。）における使用料 

一般家庭については市長が認定する世帯及び世帯員につき、次の

表に定めるところにより算定した世帯均等割と世帯員割との合計額

に、一般家庭以外については市長が排水施設の使用の実態を勘案し

て認定した事務所又は事業所につき、次の表に定めるところにより

算定した事業所等均等割と従量割との合計額に１００分の１１０を

乗じて得た額（その額に１０円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てた額）とする。 

一般家庭については市長が認定する世帯及び世帯員につき、次の

表に定めるところにより算定した世帯均等割と世帯員割との合計額

に、一般家庭以外については市長が排水施設の使用の実態を勘案し

て認定した事務所又は事業所につき、次の表に定めるところにより

算定した事業所等均等割と従量割との合計額に１００分の１０８を

乗じて得た額（その額に１０円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てた額）とする。 

一般家庭 

（１月につき） 

世帯均等割 世帯員割 

１世帯につき2,200円世帯員１人につき350円 

１人増すごとに350円を加

算する。ただし、世帯員数

が６人を超える場合は６

一般家庭 

（１月につき） 

世帯均等割 世帯員割 

１世帯につき2,200円世帯員１人につき350円 

１人増すごとに350円を加

算する。ただし、世帯員数

が６人を超える場合は６
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人とする。 

一般家庭以外 

（１月につき） 

事業所等均等割 従量割 

１事業施設等につき排除し

た汚水の量（以下「排除汚水

量」という。）１０m３まで1,

200円 

排除汚水量１０m３を超え

る分１m３につき120円 

 

人とする。 

一般家庭以外 

（１月につき） 

事業所等均等割 従量割 

１事業施設等につき排除し

た汚水の量（以下「排除汚水

量」という。）１０m３まで1,

200円 

排除汚水量１０m３を超え

る分１m３につき120円 

（２） 青谷区域（平成１６年１０月３１日における青谷町の区域を

いう。以下同じ。）における使用料 

（２） 青谷区域（平成１６年１０月３１日における青谷町の区域を

いう。以下同じ。）における使用料 

一般家庭については市長が認定する世帯及び世帯員につき、次の表

に定めるところにより算定した世帯均等割と世帯員割との合計額に、

一般家庭以外及び部落公民館等については市長が排水施設の使用の実

態を勘案して認定した事業所若しくは事務所又は部落公民館等につ

き、次の表に定めるところにより算定した事業所等均等割と従量割と

の合計額に１００分の１１０を乗じて得た額（その額に10円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）とする。 

一般家庭については市長が認定する世帯及び世帯員につき、次の表

に定めるところにより算定した世帯均等割と世帯員割との合計額に、

一般家庭以外及び部落公民館等については市長が排水施設の使用の実

態を勘案して認定した事業所若しくは事務所又は部落公民館等につ

き、次の表に定めるところにより算定した事業所等均等割と従量割と

の合計額に１００分の１０８を乗じて得た額（その額に10円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）とする。 

一般家庭 

（１月につき） 

世帯均等割 世帯員割 

１世帯につき1,600円 世帯員１人につき400円

一般家庭以外 

（１月につき） 

事業所等均等割 従量割 

１事業施設等につき

3,000円 

排除汚水量１m３につき60円

部落公民館等 

（１月につき） 

2,000円 排除汚水量１m３につき60円

 

一般家庭 

（１月につき） 

世帯均等割 世帯員割 

１世帯につき1,600円 世帯員１人につき400円

一般家庭以外 

（１月につき） 

事業所等均等割 従量割 

１事業施設等につき

3,000円 

排除汚水量１m３につき60円

部落公民館等 

（１月につき） 

2,000円 排除汚水量１m３につき60円

第１７条第２項（略） 第１７条第２項（略） 

第１８条 ～ 第３２条（略） 第１８条 ～ 第３２条（略） 


